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は じ め に

障害児に対する家庭支援の一つに，ペアレントトレーニングが挙げられる。

ペアレントトレーニングは，1960年代にアメリカで発祥したものであり，最

初は知的障害および自閉スペクトラム症（Autism Spectrum Disorder，以下

ASD）を持つ子どものみを対象にしていた。その後，70年代から対象となる

子どもの範囲が拡大して，反抗挑戦性障害（Oppositional defiant disorder，

以下 ODD）や注意欠如・多動性障害（Attention-deficit hyperactivity disor-

der，以下 ADHD）の子どもはもちろん，不登校（Patterson, Cobb, & Ray,

1972）と恐怖症児（Hersen, 1971）も対象にするなど，様々なプログラムが

開発され，現在では確立された治療法の 1つとしての位置を占めている（山

上，2012）。日本においても，1990年代にペアレントトレーニングがアメリ

カから導入されて以降急速に広がり，現在も欧米と同じように様々な方式のプ

ログラムが実践され，効果が実証されてきている（例えば，免田ら（1995），

岩坂ら（2002））。さらに，厚生労働省の「発達障害者支援体制整備事業」

（2014）において，ペアレントトレーニングが地域での家庭支援のメニューと

して明記されるなど，ペアレントトレーニングの普及は日本国内において大き
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な流れとなっている。

近年，中国では急速な経済発展を遂げたことにより，様々な社会的分野にお

いて変化が生じている。そのような中，障害児教育の分野も注目がなされるよ

うになり，障害人口に対する調査（例えば，中国第二次障害者人口調査

（2007），中国自閉症児童発達状況報告（2014））や，障害のある児童生徒にか

かわる法律・制度の整備など，様々な動きが見られるようになっている。その

ような法律・制度の中でも，「中国児童発達アウトライン（中国儿童发展纲

要）」（2011）では，障害児の早期教育を促進する方針が示され，2017年度の

実践状況として，中国全土のうち，障害児に対するリハビリサービスを提供す

る民間機関は 8000カ所まで登り，0～6歳の障害児のうち 14.1万人が最低限

のリハビリを受けたと報告されている（中国国家統計局，2018）。しかし，

2009年に発表された中国障害者連合会による調査報告書では，0～6歳の精神

障害（中国では ASD, ADHD などの発達障害は精神障害に含まれる）の診断

を受けた幼児だけでも 167.8万人が存在することが明らかとなっており，最低

限のサービスさえ受けられない家庭はまだ数多く存在することが推測される。

障害児に対する早期療育の重要性は言うまでもないが，中国では民間の療育

施設の利用料が高く，一部の家庭にとっては経済的な負担から，障害児教育に

対して消極的な態度をとる場合も多い。また，保護者の障害児教育に対する関

与度が高くないことも問題とされており，障害についての知識不足により，家

庭では科学的な療育が十分に実施できないことも指摘されている（曹・纳・

孙，2012）。そのような点において保護者に子どもの行動を理解し，家庭で科

学的に行動変容を促すことを支援するペアレントトレーニングはこれらの問題

の改善に適していると考えられる。しかし，中国においては障害児に対する個

別指導研究は多くあるものの，保護者に対する支援の研究はまだ少なく，ペア

レントトレーニングの開発および実践の程度が現在どのような状況なのか明確

ではない。

そこで本研究では中国のペアレントトレーニングに関する実践状況と先行研

究について文献研究を行い，今後の課題を日本との比較を通して検討すること
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を目的とした。

方 法

論文収集および分析対象論文の選定

中国の三大論文検索サイトのうち一つ，中国科学技術情報研究所（北京科技

信息研究所）の子会社，北京万方データ株式会社（北京万方数据有限公司）に

所属する万方データナビゲート（万方数据平台）を使用し，ペアレントトレー

ニングに該当する中国語「父母训练」「父母培训」「家长培训」「家长训练」の

キーワードで検索を行った（2019年 2月）。その結果，「父母训练」625件，

「父母培训」180件，「家长培训」715件，「家长训练」832件，合計 2352件の

論文が該当した。その中で発達障害もしくは発達障害が疑われる子どもの保護

者を対象とした（キーワード：神经发育障碍（神経発達障害），自闭（自閉），

多动（多動））論文について，ネットで入手できる実践研究のみを抽出した。

さらに，万方データナビゲートでは抽出できなかったが，分析対象論文の複数

の論文で引用され，上記の検索キーワードに当てはまる論文を 1件追加し，

最終的に 9件の論文を分析対象とした。選定過程を Figure 1に示す。

対象論文の分析カテゴリーの作成およびデータの記述

分析カテゴリーは，日本のペアレントトレーニングを概観した原口・上野・

丹治・野呂（2013）のカテゴリーを使用した。そのうち，「支援者から子ども

への支援」カテゴリーについては，中国の研究に該当するものがなかったため

Figure 1 分析論文を選定する過程
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削除し，「ドロップアウト率」をさらに追加した。また，9件の論文全てにお

いて共通した，中国のペアレントトレーニング研究の特徴が反映できる「論文

の種別」，「募集方法・場所」および「子どもの参加基準」，「保護者の参加基

準」の 4つのカテゴリーも追加し，分類を行った。

論文種別：対象論文が掲載されている雑誌の名前から論文種別の判断を行っ

た。学位論文の場合は，著者の所属や提出先の情報から判断を行った。

募集方法・場所：参加者の募集方法について，本文中に記載された情報のも

とに記述した。

子どもの参加基準，保護者の参加基準：参加者である保護者またはその子ど

もについて明確な参加基準，あるいは排除基準がある場合，本文中に記載され

た情報をもとに記述した。

ドロップアウト ドロップアウト率について，（プログラムの途中から脱落

した人数÷所属する群の参加者人数）×100％で計算し，その結果を記述した。

子どもの年齢・人数 参加者である保護者の子どもの年齢または人数を，本

文中に記載された情報をもとに記述した。

保護者の人数・支援形態 参加者である保護者の人数を記述した。支援形態

としては，複数の参加者がグループで行う場合は「集団」と記述し，個別の対

応もあった支援形態を「個別・集団」と記述した。

子どもの標的行動 子どもに対して，保護者自身が指導した内容について記

述した。内容が不明もしくは記載されていない場合は「未記載」とした。

保護者への教授内容 支援者による保護者への教授内容について記述した。

教授内容に関しては，先行研究を踏襲しているものについては，論文中に記載

された「引用文献」を記述し，それ以外の場合は本文中に記載された教授内容

を記述した。

保護者への教授方法・場所 支援者による保護者への指導方式を，「講義」

「グループワーク」「ロールプレイ」「ホームワーク」「記録」「フィードバック」

に分類した。教授方法が複数である場合は全て記述し，プログラムを行った場

所について記載があるものについては本文中に記載されたものを記述した。
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期間・回数・頻度・時間 分析した論文中に支援の期間について記載があっ

た場合はそれを記述した。掲載がなくても，論文中のグラフや表で回数等が推

測できる場合は，そのデータを記述した。時間は，一回当たりのセッションの

時間を記述し，フォローアップが設定された場合には，それも含む内容を記述

した。

支援者の職種・人数 分析した論文中に支援者の職種が記載されていた場合

はその名称を使用し，職種が記載されていない場合は「著者」と記載した。ま

た，人数が記載されていた場合はそれも記述した。

子どもへの効果評価の指標・評価者，保護者への効果評価の指標・評価者

効果評価の指標は，直接観察した事象を数値やパーセンテージで示したものは

「観察データ」，標準化された検査や尺度を用いた者は「検査・尺度」，独自に

作成されたものは「その他」とした。指標が複数ある場合は全て記載した。効

果評定が設定されていないか記載がない場合は「無」とした。評価者とは，

データを観察した，および尺度や検査を回答した者を指し，「支援者」「保護

者」「子ども」に分類した。情報がない時は「未記載」とした。

子どもへの効果評価の方法，保護者への効果評定の方法 効果評価の方法に

ついては，南風原（2001）の実験計画の分類を参考にし，分析対象の論文を

「単一事例実験」「1群事後テストデザイン」「1群事前事後テストデザイン」

「2群事前事後テストデザイン」のいずれかに分類した。いずれにも当てはま

らないものは「その他」に分類した。

子どもへの効果，保護者への効果 観察データや標準化された検査・尺度を

効果評価の指標とし，一群または複数の群間事前事後テストデザインで効果評

価を行なっている論文では，その客観的な数値から効果を判断し，本文中の記

載内容を基に記述した。論文中に効果があると記載があっても，第三者から判

断することが困難であった場合には，「該当なし（not applicable : N/A）」と記

述した。統計検定が行われている場合には，「有意」「有意差なし」と記載した。

プログラムの評価 プログラムに対する満足度や感想など，社会的妥当性を

評価した記述がある場合は「有」と，それ以外の場合は「無」と記述した。
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Table 1 中国におけるペアレントトレーニング
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結 果

年代別論文発刊数および論文の種別

Figure 2にペアレントトレーニングに関する実践研究の論文数および年別

推移を示した。中国のペアレントトレーニング研究については，黄・杜

（2005）が最初の論文である。2010年以前に発行された論文は 2本で，2010

年以降はその 3.5倍の 7本となっている。また，2015年以前では研究の公刊

に 1年以上の間隔があったが，最近では 3年連続で実践研究論文が公刊され

Figure 2 分析した論文の年別推移

Figure 3 分析した論文の種別
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ていることが分かった。

Figure 3に分析した論文の種別を示した。看護学も含めた医薬学関係の雑

誌に公刊されている論文が 8件で，全体の 88.9％を占めている。残り 1件は

未公刊の心理学に分類される修士論文であった。

参加者の募集方法・場所

心理センターや病院で受診される患者のうちから募集をかけた論文が 6件，

学校から募集をかけたのが 1件，病院と学校両方から募集をかけたのが 1件

あった。残りの 1件は未記載であった。

子どもの特徴および参加基準，保護者の参加基準

分析対象となった論文の全てに，参加者である保護者の子どもに明確な基準

が記載されており，ADHD 症状に関する基準が設けられていた。診断をうけ

ていた者は 4件で，診断基準を満たす者と表記されていた論文が 4件で，残

りの 1件は ADHD 症状を評価する尺度（PSQ）の点数が一定以上である者と

記載されていた。また，7件の論文（77.8％）に薬物の服用歴がないことや，

一定期間内に治療を受けていないことが基準として設定されていた。ODD が

合併した ADHD 児をペアレントトレーニングの対象にしたものも 2件（22.2

％）あったが，それ以外の合併障害（例えば，広汎性発達障害，精神発達遅滞

など）を持つ場合は対象から排除した研究が 7件あった（77.8％）。さらに，

対象とする子どもの知能が標準範囲内で，普通な学校に在籍すること（知能が

基準範囲内と同意味）や，普通にコミュニケーションが取れることを基準とし

て設定していた研究が 4件（44.4％）あった。

保護者の参加基準が明確に記載されたものが 2件（22.2％）あり，ともに高

卒以上の者と記載されていた。また，保護者の合併障害，婚姻状態を排除基準

とした研究も 1件あった（11.1％）。

子どもの人数・年齢，保護者の人数・支援形態

子どもの年齢を参加基準として設定した研究が 4件（44.4％）あった。そし

て全体の研究論文における子どもの対象年齢は 6～13歳であった。
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保護者への支援形態別の研究数は，集団支援が 8件で，個別支援と集団支

援を組み合わせた形態が 1件であった。保護者の参加人数に関しては，全て

の論文において介入群も統制群も参加数が 30名以上と記載されていたが，複

数のプログラムから構成された研究が多く，1回のプログラムに何人が参加さ

れていたことに記載があったのは 3件のみであった。そのうち参加者が 10人

以下の集団に当たるのが 1件，10～15人が 1件，20人以上が 1件であった。

子どもの標的行動

子どもの標的行動が未記載の論文は 8件（88.9％），残り 1件の論文では，

子どもの問題行動に対して保護者が分析し，支援者がアドバイスを行ったとい

う記載があった。

保護者への教授内容，教授方法・場所

先行研究を踏襲した内容を教授したものは，全体で 3本（33.3％）あった。

8件（88.9％）の論文に複数の教授方法が使われていた。「講義」が 8件

（88.9％），「グループワーク」が 4件（44.4％），「ロールプレイ」と「ホーム

ワック」はいずれも 3件（33.3％），「フィードバック」が 2件（22.2％），「記

録」と「面接」はいずれも 1件（11.1％）であった。教授する場所に関する明

確な記載があったのは 4件で，そのうち「病院」が 2件（22.2％），「大学付

属研究所」が 1件（11.1％），「自宅」が 1件（11.1％）であった。

期間・回数・頻度・時間

分析対象となった論文のうち 8件（88.9％）は支援期間に関する記載がなか

ったが，実施頻度および回数により推測した結果，支援期間は全て 3ヶ月未

満であった。残り 1件では支援期間が 6ヶ月間と記載されていた。支援回数

が明確に記載されていた論文は 8件で，平均支援回数は 7.4回（4～12回）で

あった。毎回の支援時間については 7件の記載があり，平均 105分（30～180

分）であった。支援頻度について週に 2回が 1件（11.1％），週に 1回が 6件

（66.7％），隔週に 1回が 1件（11.1％），支援時期によって頻度が変わるのが

1件（11.1％）であった。
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支援者の職種・人数

支援者の職種に明確な記載があったものが 4件あった。そのうち，医師お

よび看護師の共同実施が 2件，医師（研究医）単独が 1件，大学院生が 1件

あった。明確な人数を記載しているのが 1件で，医師が 1名，看護師 3名の

計 4名による実施と記載されていた。

子どもへの効果評価の指標，保護者への効果評価の指標

分析対象とした全ての論文が子どもの変化の効果評価を行なっており，指標

は「検査・尺度」が使用されていた。評価者が「保護者」になっているものが

5件，「保護者と支援者」が 3件，「子ども」が 1件あった。

保護者への効果測定が行われたものが 4件あり（44.4％），うち「検査・尺

度」を使用していたのが 3件（33.3％）で，「その他」の指標を使ったのが 1

件（11.1）％であった。評価者は全て「保護者」と記載されていた。

子どもへの効果評価の方法，保護者への効果評価の方法

子どもへの効果評価の研究デザインとして用いられていたのは，1群事前事

後テストデザインが 1件（11％），2群事前事後テストデザインが 7件（77.8

％），その他（3群事前事後テストデザイン）が 1件（11.1％）であった。

保護者への効果評価が行われていたのが 4件（44.4％）で，全て 2群事前

事後テストデザインが用いられた。

子どもへの効果，保護者への効果

本研究は，効果指標が「その他」と分類される論文に関して，たとえ本文中

に効果ありと記載があっても，第三者から判断することが難しいものに関して

は，分析対象から外すことにした。全ての論文において子どもへの介入効果へ

の言及がなされていたが，効果が確認できたのは主に ADHD の症状を評価す

る尺度の得点の減少であった。保護者への介入効果が記述されていたのは 3

件で，効果が確認できたものはストレス評価尺度の得点の減少であった。

プログラムの評価およびドロップアウト

プログラムに対する満足度など，社会的妥当性を検討したものは 5件（55.6

％）であった。
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また明確にドロップアウトの人数が記載されていた論文は 3件で，2％～

18.4％の幅であった。また，プログラムの平均参加率が記述されていたもの

が 1件あった。

考 察

本研究は，中国におけるペアレントトレーニングの実践・研究論文を先行研

究を参考に設定した条件で選出し，内容をカテゴリーごとに整理したものであ

る。以下，分類したカテゴリーから見つけた中国ペアレントトレーニング研究

の特徴を日本の研究と比較をしながら，現状および今後の課題について考察す

る。

論文の年代別について

本研究で分析した論文のうち，最も古いのが黄・杜（2005）の研究である。

杨・钟（2015）も，最初にペアレントトレーニングを中国で試したのは黄・

杜（2005）の研究だと述べているため，中国のペアレントトレーニング研究

は 2005年から始まったと推測できる。一方，原口ら（2013）によれば，日本

で最初にペアレントトレーニングを始めたのが石井（1994）であり，中国で

研究が開始された時期が日本より 10年程度遅れていることが分かった。ま

た，分析した論文の数から見ても，日本の研究が 47件に対して，中国の研究

がまだ 9件にとどまっていた。以上の結果から，中国のペアレントトレーニ

ング研究は始まる時期が遅く，数が少ないためまだ十分普及していない段階だ

といえるだろう。但し，研究の数はさほど変わらないが 2015年以降は研究論

文の公刊頻度が高まってきており，これから広がっていく可能性はあると考え

られる。

論文の種別，募集方法・場所，支援者の職種および教授場所について

本研究で分析した論文の多くが，看護学，薬学を含む医学研究に分類され

（8件，88.9％），それに対して日本における研究のほとんどは心理学に分類さ

れていた。中国での研究における参加者の募集方法については，記載があった
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論文が 8件のうち，病院で受診した患者から募集したもの（複数の場所も含

む）が 7件で，それ以外は小学校からの募集（2件）であった。支援者の職種

についても明確な記載があった論文 4件のうち，医者や看護師による実施が 3

件で，大学院生が 1件であった。一方，日本の研究における募集方法につい

ては分析されていなかったが，実施場所は大学が一番多く（記載があった 36

件研究中の 18件），その次が保健所・保健センターであり（4件），医療機関

と学校で実施されたのがそれぞれ 3件であった。支援者についても大学生や

大学院生が最も多く（記載があった 23件中 8件），次が学校教員（7件）で，

それら以外に大学教員，教育センター職員，保育士，臨床心理士，作業療法士

など，様々な職種が見られた。日本では乳幼児健診が多職種で構成される健診

チームによって実施されており，発達が気になる「要観察児」は健診後のカン

ファレンスよって医療機関や相談機関に紹介される。そのため，健診の時点か

ら他職種連携による支援が行われる傾向がある。それに比べ，中国では「婦幼

保健院」という施設で専門職によって乳幼児健診を受けることができるが，有

料という理由から受けない人が多く存在する。新生児訪問サービスがあって

も，担当者が医療関係者ではなく専門知識を持たない補助員であり，特に身体

障害として顕在化しない発達障害の早期発見にはほとんど機能しないと言われ

ている（祁・小泉，2011）。よって，子どもの発達が気になってから保護者が

病院に連れていくことが多くあり，病院では発達障害が発見される第一現場と

して参加者がもっとも集まりやすく，研究が進めやすいと推測できる。また，

中国では専門家の数が限られており，病院以外に専門家が設置されているとこ

ろが少ないため，支援する場所も病院に偏りやすいと思われる。

子どもの特徴，子どもおよび保護者の参加基準について

一般的に発達障害に対するペアレントトレーニングの発展には障害別に大き

く分けて，ADHD 児などの破壊的な行動に対するものと，ASD 児を対象とす

るものの 2つの流れがある（Brookman-Frazee, Stahmer, Baker-Ericzen, &

Tsai, 2006）。しかし，本研究で分析した全ての論文において，対象とする子

どもに明確な参加基準が記載されており，特に障害種は ADHD（ODD との
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合併は可）に限定されていた。また，年齢に関しても，明確な参加基準が記載

されたものが 4件あったが，早期発見が遅れている原因もあり，実際の参加

者を見ると対象となる子どもの年齢が全て 6～13歳で，概ね小学生の年齢層

に限定されていた。一方，日本の研究では，ADHD の子どものみを対象にし

たものが「集団」方式のペアレントトレーニングの約 3割（原口ら，2013）

あったが，それ以外は対象となる子どもの障害種も年齢も様々であった。そし

て，中国の研究で保護者に関する参加基準が書かれていたものも 2件（22.2

％）あり，参加者である保護者に一定の教育歴（高卒以上）や正常な理解力

（人格障害，てんかんなどを除外する）を求める形になっていた。それに対し

て日本の研究では保護者に関する参加基準を記載したものは一つもなかった。

この結果から見ると，中国のペアレントトレーニング研究は参加者の条件を統

制することによって群間の比較が行いやすい一方，ASD 児を対象としたもの

が見当たらず，対象者が極めて限定されており，条件を満たさない人は支援を

受けられない点が問題だいえる。

支援形態，子どもの標的行動について

中国におけるペアレントトレーニングによる支援は，支援形態が「集団」が

8件（88.9％），「集団・個別」が 1件（11.1％）で，「個別」に当てはまる研

究がなく，日本の研究のように形態別で検討することができなかった（日本で

は「個別」が全体の 4割程度を占めている）。「支援者による子どもの指導」

というカテゴリーに関しても，分析対象となった全ての論文において実施され

ていなかったため削除した。これは日本の研究とも一致した結果であり，支援

形態が「集団」に当てはまる研究では「支援者による子どもの指導」がほとん

ど行われていなかった。また，分析対象とした研究では，「子どもの標的行動」

についてもほとんど記載がなく，保護者の参加人数が多数にのぼる場合には，

支援者が全ての保護者に子どもの目標行動を設定するように指導することは困

難だと考えられる。今後は，ペアレントトレーニングの支援形態の種類をより

多様化して，形態別の効果を検討する必要がある。
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教授内容，効果評価の方法，指標について

教授内容としては，日本の「集団」方式のペアレントトレーニング研究では

複数の内容が開発されており，8割以上のものがプログラム化されたものを使

用していた。それに対して本研究の分析対象となった中国の研究では，先行研

究（全て Barley, 1997）を参考に作成したプログラムが使用されたものが 3

件（33.3％）で，それ以外のものは先行研究やプログラム名については記載が

なかった。効果が実証された研究をプログラム化し，また実施マニュアルを開

発することによって，支援者による実施が容易となり，実施コストも低くなる

と考えられる。今後，ペアレントトレーニングが中国で普及するためには，教

授内容のプログラム化およびマニュアル化が必要だと考えられる。

効果評価のデザインについては，中国のペアレントトレーニングは薬物療法

や他の療法と組み合わせて群間比較を行なったものが多く，保護者への効果

も，3割程度が多群間事前事後テストデザインによって評価されていた。

また，分析対象となった論文では，子どもおよび保護者の変化の効果指標と

して「検査・尺度」を使用していたものが多数を占めており，「観察データ」

を使った研究は見当たらなかった。今後，保護者の行動変容によって子どもの

行動が変容したのか，保護者と子どもの行動変容の因果関係を実証するような

効果評価をしていくことが課題といえる。

本研究の限界と課題

まず，本研究で分析対象となった研究は，あくまでも研究論文として提出さ

れた実践で，選定条件を満たしていないものは除外されており，中国のペアレ

ントトレーニングの現状を全て代表しているとは言い難い。特に今回の分析対

象となった研究に ADHD 児以外の障害児を対象とする論文や，「個別」方式

の論文は一つも見当たらなかったことから，保護者に対して個別に実施される

ことが多い ASD 児に対するペアレントトレーニングは別のキーワードが使用

されている可能性が考えられる。中国では近年障害児に対する支援も徐々に整

備されてきており，本研究で分析対象とした実践以上に数多くの実践が地域で

行われている可能性もあると考えられる。今後も選定条件を検討しつつ，引き
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続き中国のペアレントトレーニングの現状を検討することが必要であろう。

また，原田ら（2013）の研究では分析対象となった論文の選定にあたって

は著者 3名がそれぞれ判断を行い，一致した論文のみを分析対象としていた。

しかし，本研究では中国語という言語の制限があり，分析対象とした論文が条

件に満たしているか否かは全て第一著者の判断に基づいたもので，妥当性に問

題があるといえる。より正確に分析対象をとなる論文を選定するために，今後

は中国語能力を有する研究者の協力も必要だと思われる。

最後に，本研究で考察した内容は，分析対象となった論文に記載された内容

に基づき取り上げたもので，情報が限られており，第一著者の推測で述べた部

分もあった。今後はさらに情報を収集し，発達障害に関する中国の法律や支援

制度を念頭においた形で考察を行う必要があると考えられる。

結 語

本研究は，中国におけるペアレントトレーニングに関する実践や研究を整理

し，日本における研究状況と比較しつつ，現状と今後の課題を検討することを

目的とした。日本と比べて中国のペアレントトレーニングは集団方式による支

援が多く，支援対象は ADHD の児童を持つ親に限定されていた。内容として

は有意性検定や，根拠に基づく実践を意識している研究が多かったが，子ども

の ADHD 症状を評価する尺度や，親のストレスを評価する尺度など，「検

査・尺度」を効果評定の指標として使われるものがほとんどで，「行動指標」

を使用する研究は一つもなかった。中国のペアレントトレーニングの今後の課

題としては，支援対象となる障害種の幅を広げることによって，より多くの

人々が支援を受けられるような体制を作ることと，教授内容のプログラム化お

よびマニュアル化，および保護者と子ども双方の行動変化に焦点を当てた評価

方法の導入が望まれる。
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Current Issues in Training Programs for Parents

of Children with Developmental Disabilities in China :

Through comparison with Japan

JIN Qiao・YONEYAMA Naoki

The present paper reviews practical researches on training programs for

parents of children with developmental disabilities for the purpose of dis-

cussing current issues relating to practice in China. Referring to the pilot

study, the review mainly focuses on participation conditions, content of

the programs, program method used, and evaluations of program effective-

ness. It was found that much less work has been done on parent training

in China, and most of the studies have been classified as medical re-

search. In terms of form, support for the parent group was mainstream

and we could not classify the forms of parent training as is done in Japan.

All analyzed studies provided clear participation conditions for the type of

disabilities of children, and their age range was also limited. Most studies

on support for a parent group in Japan used programmed content. How-

ever, names of programs in China were not be described, and few pilot

studies were referred. Based on evaluations of program effectiveness, in

all the analyzed studies, there was a statistically significant difference in

the evaluation of the effects on children. However, only about 30% of par-

ents’ objective effects were evaluated. Evaluation for parents was only

about 30%. In China, developing a program suitable for more types of dis-

abilities and standardizing it is important. Additionally, evaluating the

programs’ effects on parents is necessary from the viewpoint of evidence-

based practice.

Key words : china, parent training, children with developmental disabilities.
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